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規 則

　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成22年３月31日
 宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県規則第11号
　　　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則
　宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（昭和45年宮崎県規則第30号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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　目　　　　　次　

 頁
　　　規　　　則
○ 宮崎県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の 

一部を改正する規則………………………………（障害福祉課）１
○ 身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規 
則……………………………………………………（　　〃　　）９
○ 障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規 
則……………………………………………………（　　〃　　）45

改正前 改正後
　（年金の給付）
第７条　［略］
２ 　知事は、前項の年金給付請求書の提出があった場合において、
年金の給付を決定したときは年金給付決定通知書（別記様式第11
号）及び宮崎県心身障害者扶養共済制度年金証書（別記様式第12
号）を、年金の給付をしないことを決定したときは年金（加算額
）給付請求却下通知書（別記様式第13号）を当該年金給付請求書
を提出した者に対し交付する。

　（年金の給付）
第７条　［略］
２ 　知事は、前項の年金給付請求書の提出があった場合において、
年金の給付を決定したときは年金給付決定通知書（別記様式第11
号）及び加入等申込書に記載されている心身障害者を年金受給権
者とした宮崎県心身障害者扶養共済制度年金証書（別記様式第12
号）を、年金の給付をしないことを決定したときは年金（加算額
）給付請求却下通知書（別記様式第13号）を当該年金給付請求書
を提出した者に対し交付する。

　別記様式第１号及び別記様式第２号を次のように改める。
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　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　別記様式第６号及び別記様式第６号の２を次のように改める。

改正前 改正後
様式第３号（第４条関係）
　　［略］

　　［略］

様式第３号（第４条関係）
　　［略］

　　［略］

　［略］
　［略］

障
害
の
状
況

④
２
身
体
障
害

ア障害の種類 視覚、聴覚・平衡機能、音声・そし
ゃく・言語機能、肢体不自由（上肢
・下肢・体幹・運動機能）、心臓・
じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸機
能、小腸機能、ヒト免疫不全ウイル
スによる免疫機能

　［略］
　［略］

　［略］

　［略］
　［略］

障
害
の
状
況

④
２
身
体
障
害

ア障害の種類 視覚、聴覚・平衡機能、音声・そし
ゃく・言語機能、肢体不自由（上肢
・下肢・体幹・運動機能）、心臓・
じん臓・呼吸器・ぼうこう・直腸・
小腸・ヒト免疫不全ウイルスによる
免疫・肝臓機能

　［略］
　［略］

　［略］
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　　　附　則
　この規則は、平成22年４月１日から施行する。

　身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成22年３月31日
 宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県規則第12号
　　　身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則
　身体障害者福祉法施行細則（平成５年宮崎県規則第29号の２）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（居住地等の変更の届出）
第７条　［略］

　（身体障害者手帳再交付申請等）
第 ８条　政令第10条第１項の身体障害者手帳の再交付の申請は、身
体障害者手帳再交付申請書（別記様式第６号）によるものとする
。
２ 　法第16条第１項並びに省令第７条第２項及び第８条第２項の規
定により身体障害者手帳を返還する者は、身体障害者手帳返還届
（別記様式第７号）に当該身体障害者手帳を添えて、知事に提出
しなければならない。

　（身体障害者手帳交付申請の却下決定の通知）
第 ９条　法第15条第５項の規定による通知は、却下決定通知書（別
記様式第８号）によるものとする。
　（障害者支援施設等台帳等）
第 10条　法第18条第２項の規定により身体障害者を同項に規定する
障害者支援施設等（以下「障害者支援施設等」という。）に入所
させた市町村及び障害者支援施設等又は同項に規定する指定医療
機関（以下「指定医療機関」という。）への入所又は入院の委託
を受けた者（以下「市町村等」という。）は、次に掲げる帳簿を
備え、必要な事項を記載しておかなければならない。
　(１)　障害者支援施設等台帳（別記様式第９号）
　(２)　入所（入院）者台帳（別記様式第10号）
　(３)　入所（入院）者一覧表（別記様式第11号）
２　［略］
　（入所者等状況報告）
第 11条　市町村等は、毎月10日までに、法第18条第２項の規定によ
り障害者支援施設等への入所又は障害者支援施設等若しくは指定
医療機関への入所若しくは入院の委託が行われた場合における当
該身体障害者の入所又は入院の状況について、障害者支援施設等
入所（入院）者数報告書（別記様式第12号）により相談センター
の長に報告しなければならない。
第12条　［略］

　（居住地等の変更の届出等）
第７条　［略]
２ 　政令第９条第６項の規定による通知は、身体障害者居住地等変
更通知書（別記様式第６号）によるものとする。
　（身体障害者手帳再交付申請等）
第 ８条　政令第10条第１項の身体障害者手帳の再交付の申請は、身
体障害者手帳再交付申請書（別記様式第７号）によるものとする
。
２ 　法第16条第１項並びに省令第７条第２項及び第８条第２項の規
定により身体障害者手帳を返還する者は、身体障害者手帳返還届
（別記様式第８号）に当該身体障害者手帳を添えて、知事に提出
しなければならない。
　（保健所長への通知）
第 ９条　政令第８条第２項及び第11条の規定による保健所長への通
知は、身体障害者手帳交付・記載事項変更通知書（別記様式第９
号）によるものとする。
　（身体障害者の死亡の通知）
第 10条　政令第12条第２項の規定による通知は、身体障害者死亡通
知書（別記様式第10号）によるものとする。
　（身体障害者手帳交付申請の却下決定の通知）
第 11条　法第15条第５項の規定による通知は、却下決定通知書（別
記様式第11号）によるものとする。
　（障害者支援施設等台帳等）
第 12条　法第18条第２項の規定により身体障害者を同項に規定する
障害者支援施設等（以下「障害者支援施設等」という。）に入所
させた市町村及び障害者支援施設等又は同項に規定する指定医療
機関（以下「指定医療機関」という。）への入所又は入院の委託
を受けた者（以下「市町村等」という。）は、次に掲げる帳簿を
備え、必要な事項を記載しておかなければならない。
　(１)　障害者支援施設等台帳（別記様式第12号）
　(２)　入所（入院）者台帳（別記様式第13号）
　(３)　入所（入院）者一覧表（別記様式第14号）
２　［略］

第13条　［略］
　別記様式第４号を次のように改める。
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　別記様式第12号を削る。
　別記様式第11号中「（第10条関係）」を「（第12条関係）」に改め、同様式を別記様式第14号とする。
　別記様式第10号中「（第10条関係）」を「（第12条関係）」に改め、同様式を別記様式第13号とする。
　別記様式第９号中「（第10条関係）」を「（第12条関係）」に改め、同様式を別記様式第12号とする。
　別記様式第８号を次のように改める。
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　別記様式第11号の前に次の２様式を加える。
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　別記様式第７号を別記様式第８号とし、別記様式第６号を別記様式第７号とし、別記様式第５号の次に次の１様式を加える。
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の身体障害者福祉法施行細則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づいて提出
されている申請書その他の書類は、この規則による改正後の身体障害者福祉法施行細則の相当規定に基づいて提出された申請書その他の
書類とみなす。
３ 　この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが
できる。

　障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　平成22年３月31日
 宮崎県知事　東国原　英　夫　
宮崎県規則第13号
　　　障害者自立支援法施行細則の一部を改正する規則
　障害者自立支援法施行細則（平成18年宮崎県規則第83号）の一部を次のように改正する。
　別記様式第１号付表７、７－２及び７－３中
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第６号中
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」を
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第７号中
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「

⑦主たる対象者：　　　　　知的障害者　・　精神障害者

⑦主たる対象者：　　　　　身体障害者　・　知的障害者　・　精神障害者

前回の受給者番号 今回の受給者番号

受給者番号

受給者番号 職権調査同意 同意する　･　同意しない

治療方針の変更 有　(診断書の添付が必要)　　　　　　　　･　　　　　無　　　　　　

６　申請者氏名は、記名押印又は自筆による署名のいずれかにしてください。

６ 　「職権調査」とは、申請書及び添付書類で所得額等を認定できない場合、申請者の負担軽減のため、実施機関が、職権に基づき市町村等から
世帯や所得等の情報の提供を受けることをいいます。いずれかに○をしてください（同意があっても、申請者に書類の提出を求めることがあり
ます。）。
７ 　「治療方針の変更」の欄は、継続申請（診断書の提出が２年目のことをいいます。）の方のみ記入してください（平成22年４月支給認定分の
申請から適用）。
８　申請者氏名は、記名押印又は自筆による署名のいずれかにしてください。

前回の受給者番号 今回の受給者番号

診断書の提出 医療用（１年目）　・　医療用（２年目）　・　手帳用（１年目）　・　手帳用（２年目）　・　手帳で新規

障害の種類
( 該当するものに 

○をつける）

⑴肢体不自由　　　　⑵視覚障害　　　　⑶聴覚・平衡機能障害
⑷音声・言語・そしゃく機能障害　　　　⑸心臓機能障害　　　　⑹腎臓機能障害
⑺小腸機能障害　　　⑻その他内臓障害　　　⑼免疫機能障害

障害の種類
（該当するものに
○をつける）

⑴肢体不自由　　　⑵視覚障害　　　⑶聴覚・平衡機能障害
⑷音声・言語・そしゃく機能障害　　　⑸心臓機能障害　　　⑹腎臓機能障害
⑺小腸機能障害　　　⑻肝臓機能障害　　　⑼その他内臓障害　　　⑽免疫機能障害
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第13号（その１）中
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の障害者自立支援法施行細則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づいて提出
されている申請書その他の書類は、この規則による改正後の障害者自立支援法施行細則の相当規定に基づいて提出された申請書その他の
書類とみなす。
３ 　この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが
できる。

３　「担当しようとする医療の種類」は、次のうち希望するものを記載してください。
⑴眼科に関する医療 ⑵耳鼻咽喉科に関する医療 ⑶口腔に関する医療

⑷整形外科に関する医療 ⑸形成外科に関する医療 ⑹中枢神経に関する医療

⑺脳神経外科に関する医療 ⑻心臓脈管外科に関する医療 ⑼腎臓に関する医療

⑽腎移植に関する医療 ⑾小腸に関する医療 ⑿歯科矯正に関する医療

⒀免疫に関する医療

３　「担当しようとする医療の種類」は、次のうち希望するものを記載してください。
⑴眼科に関する医療 ⑵耳鼻咽喉科に関する医療 ⑶口腔に関する医療

⑷整形外科に関する医療 ⑸形成外科に関する医療 ⑹中枢神経に関する医療

⑺脳神経外科に関する医療 ⑻心臓脈管外科に関する医療 ⑼心臓移植に関する医療

⑽腎臓に関する医療 ⑾腎移植に関する医療 ⑿小腸に関する医療

⒀肝臓移植に関する医療 ⒁歯科矯正に関する医療 ⒂免疫に関する医療

障害の種類
( 該当するものに 

○をつける)

⑴肢体不自由　　　　⑵視覚障害　　　　⑶聴覚・平衡機能障害
⑷音声・言語・そしゃく機能障害　　　　⑸心臓機能障害　　　　⑹腎臓機能障害
⑺小腸機能障害　　　⑻肝臓機能障害　　⑼その他内臓障害　　　⑽免疫機能障害
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